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公共投資拡大は民間投資をクラウディングアウト
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（図表２）建築・土木・測量技術者の

有効求人倍率（季調値）（倍）

（年／月）
（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」をもとに日本総研作成
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（図表１）建設業の雇用人員判断ＤＩ
（ポイント）

（年／期）
（資料）日本銀行「企業短期経済観測調査」
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（図表３）建設工事の出来高（前年比）
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（資料）国土交通省「建設総合統計」

9

10

11

12

13

14

15

1990 95 2000 05 10 15

（図表４）建設業者の手持ち工事月数

（後方12ヵ月移動平均）（ヵ月）

（資料）国土交通省「建設工事受注動態統計調査」

（注）手持ち工事月数＝手持ち工事高/過去12ヵ月の平均施工高。

（年／月）

（１）政府は13兆円規模の経済対策をとりまとめる方針。そのなかで、公共投資も６兆円が計上
されるとの観測。今後も増加が予想される自然災害の対策として、堤防・川底・ダムなどの
土木工事に重点配分される見込み。

（２）もっとも、建設業での人手不足も考慮する必要。建設業の労働需給はバブル期以来の逼迫
感（図表１）。有効求人倍率も６倍を超えており（図表２）、人手不足が供給力の天井を形
成しつつある状況。

（３）こうした環境下で公共投資を積み増すと、民間投資をクラウディングアウトする恐れ。実
際に足許でも、公共投資が増加に転じるにつれて、民間建設投資が減少（図表３）。建設受
注残高が高水準であることを踏まえると（図表４）、これは需要不足が原因ではなく、供給
制約がボトルネックになっている公算大。

（４）自然災害への備えは極めて重要であるが、６兆円もの追加公共投資は、人手不足問題に直
面する民間建設投資をさらに押し下げる可能性。経済対策の策定に際しては、民間投資を
クラウディングアウトしない程度の規模感に抑えるほか、ハード面だけでなくソフト面の防
災対策にも資金配分するといった工夫が不可欠。
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